
１　総括

（表１）決算規模及び収支
（単位：百万円、％）

増（△）減率

0.3

3.8

△ 6.0

(表２）財政指標の状況 (表３）将来にわたる財政負担の状況
(単位：％） （単位：百万円、％）

２１年度 ２０年度 対前年度比較 平成２１年度 平成２０年度 増（△）減額

実質収支比率 5.0 5.3 △ 0.3 764,950 818,816 △ 53,866

経常収支比率 82.1 76.1 6.0 411,476 428,200 △ 16,724

公債費比率 5.4 5.5 △ 0.1 1,380,723 1,410,246 △ 29,523

(注）各比率は、全特別区の加重平均である。 △ 204,296 △ 163,229 △ 41,067

△ 9.1 △ 7.1

※

※ 各表の「増(△）減額」「増(△）減率」｢構成比」の数値は、千円単位の決算数値を元に算出したものである。

 

平成２ ２年９月３日

総 務 局

各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数整理をしていないため、合計額等と一致しない場合がある。

区　　　　　　分 平成20年度

歳 入 総 額

歳 出 総 額

3,264,089

区　　　　　　分

対標準財政規模比

区　　　分

特別区債現在高　A

債務負担行為翌年度
以降支出予定額　Ｂ

積立金現在高   C

将来にわたる財政負担
A　+　B　-　C

3,146,843

増（△）減率

3,032,740

△ 7,333121,277113,944

△ 6.6

△ 3.9

△ 2.1

平成２１年度　東京都特別区普通会計決算の概要

9,813

114,103

△ 25.2

平成21年度

3,273,901

増（△）減額

実 質 収 支

　　○　平成２１年度の特別区の決算規模は、前年度に比べて歳入は０．３％の増、歳出は３．８％の増と

　　　なり、歳入は７年連続の増、歳出は６年連続の増となった。

　　○　決算収支では、実質収支が６．０％減の１，１３９億４４百万円となったが、昭和５３年度以降３２年連続

　　　して全団体黒字となった（表１・表１０）。

    ○　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、分母である特別区財政調整交付金及び特別区税の減

　　　などにより、６．０ポイント増の８２．１％となった（表２）。

　　○　一方、将来にわたる財政負担は、積立金現在高が２．１％の減となったものの、特別区債現在高が

　　　６．６％の減となったことなどにより前年度からさらに減少し、引き続きマイナスの値となった（表３）。

　　○　特別区の平成２１年度の財政状況は、引き続き良好な状態を維持している。

　　○　しかしながら、特別区は景気変動の波を受けやすい歳入構造となっており、景気の低迷に伴う一般

　　　財源の大幅な減収により、特別区の財政は厳しい局面も迎えている。

　　○　また、小中学校をはじめとした公共施設の改築需要や、少子高齢化の進展に伴う今後の扶助費

　　　の伸びなども勘案すると、今後の特別区財政は厳しさを増していくと考えられる。

　　○　特別区においては、景気の悪化による影響を最小限に食い止めつつ、緊急に取組むべき課題にも

　　　的確に対応できるよう、引き続き行財政改革に取り組んでいくとともに、近い将来の歳出増・歳入減要素

      も十分に勘案した上で、より計画的に財政運営を行っていくことが求められている。

【問い合わせ先】　総務局行政部区政課
【電話】　直通：０３-５３８８-２４２４
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２　決算規模及び収支

(表４）決算規模及び収支

(単位：百万円、％）

平成21年度 平成20年度 増（△）減額 増（△）減率

歳 入 総 額 A 3,273,901 3,264,089 9,813 0.3

歳 出 総 額 B 3,146,843 3,032,740 114,103 3.8

形 式 収 支 A-B=C 127,058 231,348 △ 104,290 △ 45.1

D 13,114 110,071 △ 96,957 △ 88.1

実 質 収 支 C-D=E 113,944 121,277 △ 7,333 △ 6.0

単 年 度 収 支 F

積 立 金 G 28,193 46,877 △ 18,684 △ 39.9

繰 上 償 還 金 H 8,782 18,977 △ 10,195 △ 53.7

積 立 金 取 崩 し 額 I 37,881 9,162 28,718 313.4

実 質 単 年 度 収 支 F+G+H-I △ 8,238 57,367 △ 65,605 －

（１）決算規模

　○　特別区の平成２１年度普通会計決算は、歳入総額 ３兆２，７３９億０１百万円、歳出総額 ３兆１，４６８

　　億４３百万円となった。

　○　決算規模は、前年度に比べて歳入は０．３％の増、歳出は３．８％の増となり、歳入は７年連続の増、

　　歳出は６年連続の増となった。

（２）収支

　○　形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は６．０％減の１，１３９億４４百万円

　　となったものの、昭和５３年度以降３２年連続して全団体黒字となった。

  ○　実質単年度収支は、単年度収支が赤字となったことに加え、積立金及び繰上償還金の額を積立金

　　取崩し額が上回ったことから、平成１４年度以降７年ぶりに赤字となった。

675 △ 8,008 －

区　　　　　　分

翌年度に繰り越すべき財源

（実質収支－前年度実質収支）
△ 7,333

決算規模の推移

27,826
28,468

27,182
27,575

29,069

30,428
31,121

32,641

27,341

32,739

26,418 26,535

27,954

29,084
29,772

30,327

31,468

26,453

27,444

26,990

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 (年度)

(億円)

歳入総額

歳出総額
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３　歳入の状況

（表５）歳入内訳
(単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増（△）減額 増（△）減率

歳入総額 3,273,901 100.0 3,264,089 100.0 9,813 0.3

一般財源 2,024,264 61.8 2,179,565 66.8 △ 155,301 △ 7.1

特別区税 965,599 29.5 978,242 30.0 △ 12,643 △ 1.3

うち特別区民税 893,483 27.3 901,403 27.6 △ 7,920 △ 0.9

地方譲与税 16,513 0.5 17,611 0.5 △ 1,098 △ 6.2

各種交付金 160,359 4.9 165,630 5.1 △ 5,271 △ 3.2

地方特例交付金等 18,320 0.6 18,106 0.6 213 1.2

863,473 26.4 999,976 30.6 △ 136,503 △ 13.7

特定財源 1,249,637 38.2 1,084,524 33.2 165,114 15.2

国庫支出金 467,982 14.3 460,871 14.1 7,110 1.5

都支出金 161,959 4.9 138,843 4.3 23,117 16.6

繰入金 147,711 4.5 83,970 2.6 63,740 75.9

繰越金 206,097 6.3 110,585 3.4 95,512 86.4

地方債 62,217 1.9 60,613 1.9 1,603 2.6

その他 203,672 6.2 229,641 7.0 △ 25,969 △11.3

※特別区財政調整交付金とは、都と特別区及び特別区相互間の財源の均衡化を図り、特別区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保する
　 ため、都が課税・徴収している市町村税等のうち、固定資産税や市町村民税法人分等の一定割合を都が特別区に対して交付するものであ
　 る。

（１）一般財源は、景気低迷の影響などにより７．１％の大幅な減となり、前年度に引き続き減少 した。

　　○　特別区財政調整交付金は、市町村民税法人分の減収などを受けて１３．７％の大幅な減となった。

　　○　特別区税の約９割を占める特別区民税は、景気の悪化に伴う所得の減などにより０．９％の減と

　　　なった。

　　○　各種交付金は、自動車取得税交付金の減などにより、３．２％の減となった。

（２）特定財源は、１５．２％の増となった。

　　○　都支出金は衆議院議員選挙及び都議会議員選挙の実施に伴う委託金の増などにより、１６．６％

　　　の増となった。

　　○　繰入金は、基金等からの繰入の増により、７５．９％の増となった。

　　○　繰越金は、定額給付金事業の実施に伴う国庫支出金の繰越などにより、８６．４％の増となった。

平成２０年度 対前年度比較
区　　　　分

平成２１年度

特別区財政調整交付金

歳入構成比の推移

30.1 30.6 30.0 29.5

29.6 30.4 32.7 30.6
26.4

10.0
9.9 7.0

6.2
5.9

11.7 11.2 11.3
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4.6
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その他特財

特別区民税及び特別区財政調整交付金の
対前年増減率の推移

△0.9

11.4

△1.3

△13.7

0.8

10.0
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△10.0

△5.0

0.0
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４　歳出の状況(性質別）

（表６）歳出内訳（性質別）
(単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増（△）減額 増（△）減率

歳出総額 3,146,843 100.0 3,032,740 100.0 114,103 3.8

義務的経費 1,462,224 46.5 1,440,442 47.5 21,783 1.5

人件費 642,699 20.4 659,790 21.8 △ 17,091 △ 2.6

うち職員給 429,065 13.6 446,831 14.7 △ 17,767 △ 4.0

うち退職金 68,600 2.2 70,259 2.3 △ 1,659 △ 2.4

扶助費 686,443 21.8 629,804 20.8 56,639 9.0

公債費 133,082 4.2 150,847 5.0 △ 17,765 △ 11.8

投資的経費 473,872 15.1 440,367 14.5 33,505 7.6

うち普通建設事業費 473,872 15.1 440,358 14.5 33,514 7.6

補助事業費 145,652 4.6 111,413 3.7 34,239 30.7

単独事業費 328,220 10.4 328,945 10.8 △ 725 △ 0.2

その他経費 1,210,747 38.5 1,151,932 38.0 58,815 5.1

物件費 484,929 15.4 446,958 14.7 37,971 8.5

補助費等 318,055 10.1 180,266 5.9 137,789 76.4

積立金 76,393 2.4 191,257 6.3 △ 114,864 △ 60.1

繰出金 270,640 8.6 277,739 9.2 △ 7,099 △ 2.6

その他 60,730 1.9 55,712 1.8 5,018 9.0

（１）義務的経費は１．５％の増となったが、歳出全体に占める割合は、１．０ポイント減の４６．５％となった。
　　○　人件費は、職員給が定数削減の推進等に伴い４．０％の減、退職金が退職者数の減少等に伴い
　　　２．４％の減となったことなどにより、２．６％の減となった。
　　○　扶助費は、生活保護費及び障害者自立支援事業費の増などにより、９．０％の増となった。
（２）投資的経費は７．６％の増となり、５年連続の増となった。歳出全体に占める割合は、０．６ポイント
     増の１５．１％となった。
　　○　これは、普通建設事業費の補助事業費が小中学校の建設・改築や市街地再開発事業の増など
　　 により、３０．７％の増となったことなどによる。
（３）その他の経費は５．１％の増となった。歳出全体に占める割合は、０．５ポイント増の３８．５％となった。
　　○　物件費は、大規模なシステム開発等のシステム関連経費や定額給付金事業の実施に伴う事務費
　　　の増、各種委託の推進などにより、８．５％の増となった。
　　○　補助費等は、定額給付金事業の実施、中小企業への利子補給及び信用保証料補助の増などに
　　　より、７６．４％の大幅な増となった。
　　○　積立金は、公共施設の整備・改築等に備えた基金への積立の減などにより、６０．１％の大幅な減
　　　となった。

区　　　　分
平成２１年度 平成２０年度 対前年度比較

歳出(性質別)構成比の推移
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19.5 20.1 20.8 21.8

6.6 6.1 5.9 5.0 4.2
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５　歳出の状況(目的別）

（表７）歳出内訳(目的別）
（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増（△）減額 増（△）減率

歳出総額 3,146,843 100.0 3,032,740 100.0 114,103 3.8

総務費 509,141 16.2 453,480 15.0 55,662 12.3

民生費 1,317,366 41.9 1,248,463 41.2 68,903 5.5

衛生費 257,425 8.2 257,472 8.5 △ 46 △0.0

労働費 11,347 0.4 6,530 0.2 4,817 73.8

農林水産業費 895 0.0 942 0.0 △ 47 △ 5.0

商工費 55,668 1.8 43,966 1.4 11,702 26.6

土木費 372,973 11.9 377,835 12.5 △ 4,863 △ 1.3

消防費 15,876 0.5 14,912 0.5 964 6.5

教育費 453,937 14.4 447,007 14.7 6,929 1.6

公債費 133,853 4.3 151,255 5.0 △ 17,402 △ 11.5

その他 18,362 0.6 30,878 1.0 △ 12,516 △ 40.5

平成２０年度 対前年度比較

　特別区における目的別歳出の大きなものは、民生費、総務費、教育費、土木費、衛生費の順となってお

り、この５項目で全体の約９割を占めている。その主な特徴は、次のとおりである。

（１）民生費は、生活保護費の増、待機児童解消対策に係る経費の増などにより、５．５％の増となった。

　   なお、民生費は、昭和５１年度以降３４年連続で目的別歳出の構成比で第１位となっている。

（２）総務費は、定額給付金事業の実施などにより、１２．３％の増となった。

（３）教育費は、小中学校の建設及び改築の増などにより、１．６％の増となった。

（４）土木費は、大規模公園に係る用地取得の減などにより、１．３％の減となった。

（５）衛生費は、ほぼ横ばいであった。

区　　　　分
平成２１年度

歳出(目的別）構成比の推移

14.4 15.9 15.6 15.0 16.2
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６　財政指標

（表８）財政指標の推移
(単位：％）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

(5.7) (5.6) (5.6)

5.2 5.9 5.3 5.3 5.0

(77.8) (73.2) (75.3) (76.1) (82.1)

77.1 73.0 75.3 76.1 82.1

(8.4) (7.3) (6.9) (5.8) (6.0)

7.7 6.8 6.4 5.5 5.4

＜参考＞経常収支比率から見た特別区の財政構造

公 債 費 比 率

各比率は、全特別区の加重平均である。実質収支比率の（　）書きは、臨時財政対策債発行可能額を分
母から除いた率（平成19～21年度）、経常収支比率の（　）書きは、減税補てん債（平成17～18年度）、
臨時財政対策債（平成17～21年度）、減収補てん債(特例分)(平成19～21年度）を分母から除いた率、
公債費比率の（　）書きは、臨時財政対策債発行可能額を分母から除いた率である。

（１）実質収支比率

　　○　前年度を０．３ポイント下回る５．０％となった。

　　○　これは、分子となる実質収支額が６．０％減少したことなどによる。

（２）経常収支比率

　　○　前年度を６．０ポイント上回る８２．１％となった。

　　○　これは、分子が扶助費や物件費の増などにより０．７％増加した一方、分母が特別区財政調整交

　　　付金や特別区税の減などにより６．７％の大幅な減となったことによる。

　　○　経常収支比率の適正水準は一般に７０～８０％と言われている。団体別に見ると、８０％を超えて

　　　いる区は１５区となっており、前年度から１１区増加した。

（３）公債費比率

　　○　前年度を０．１ポイント下回る５．４％となった。

　　○　これは、分子が公債費の減などにより２．５％減少したものの、分母となる標準財政規模も１．２％

　　　減少したため、全体として小幅の減にとどまったことによる。

※

区　　　分

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定される実質公債費比率は、暫定値を９月末に公表する予定である。

実質収支比率

経常収支比率

経常収支比率の推移

82.1

91.0

61.3

60

65

70

75

80

85

90

95

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

(年度)

(％) ○　特別区の経常収支比率は、景気
　後退期に急速に悪化し、財政の硬
　直化が進む危険性がある。

○　この３年間は、扶助費
　や物件費の増、特別区財
　政調整交付金の減などに
　より、３年連続で指標が
　悪化している。

○　依然として厳しい経済
　状況の中、将来を見据え
　た適切な財政運営を行う
　必要がある。
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７　将来にわたる財政負担

（表９）将来にわたる財政負担の状況
（単位：百万円、％）

平成２１年度 平成２０年度 増（△）減額 増（△）減率

特 別 区 債 現 在 高 A 764,950 818,816 △ 53,866 △ 6.6

B 411,476 428,200 △ 16,724 △ 3.9

積 立 金 現 在 高 C 1,380,723 1,410,246 △ 29,523 △ 2.1

442,724 429,716 13,008 3.0

123,999 136,316 △ 12,317 △ 9.0

814,001 844,214 △ 30,213 △ 3.6

△ 204,296 △ 163,229 △ 41,067 △ 25.2

標 準 財 政 規 模 D 2,256,379 2,284,186 △ 27,807 △ 1.2

△ 9.1 △ 7.1

区　　　　　　分

債務負担行為翌年度以降支出予定額

（１）特別区債現在高

　　○　６．６％の減で、平成１１年度以降１１年連続の減少となった。

　　○　平成１９年度末に平成４年度以来１５年ぶりに１兆円を下回り、２１年度も引き続き減少した。

（２）債務負担行為翌年度以降支出予定額

　　○　公園用地の取得に係るものなどの減により、３．９％の減となった。

（３）積立金現在高

　　○　財政調整基金が３．０％の増となったものの、減債基金が９．０％の減、その他特定目的基金が

　　　３．６％の減となったことにより、全体として２．１％の減となった。

　　○　積立金現在高は平成１３年度以降８年連続で増加していたが、景気の低迷による一般財源の減少

　　　を受け積立余力が低下するとともに、基金の取崩しが大幅に増加した結果、２１年度は減少に転じた。

（４）将来にわたる財政負担

　　○　特別区債現在高に債務負担行為翌年度以降支出予定額を加えた額から積立金現在高を差し引い

　　　た将来にわたる財政負担は、前年度からさらに減少し、引き続きマイナスの値となった。

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

将来にわたる財政負担　　　A　+　B　-　C

（A + B - C）／D　×　100

将来にわたる財政負担の推移

6,431 7,650

17,164

4,115

13,807

5,667

△ 2,043

433

15,420

(20,000)

(15,000)

(10,000)

(5,000)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 (年度)

(億円)

債務負担行為額 地方債現在高

積立金現在高【将来にわたる財政負担】
  = 地方債現在高＋債務負担
　　 行為額－積立金現在高
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（参考）用語解説 
 

■普通会計 

決算統計上の会計で、各地方公共団体間の相互比較や時系列比較が可能となるよう、総務省で定

める基準により、一般会計と公営事業会計以外の特別会計を合算し、重複額等を控除したものである。  
 特別区の公営事業会計には、公営企業会計（駐車場整備事業、介護サービス事業）、国民健康保険

事業会計、老人保健医療事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計がある。 
 
■実質収支比率 

 標準財政規模に対する実質収支額（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を引いたもの）

の割合で、概ね３～５％程度の黒字が適正水準とされている。 
 
実質収支比率(％) ＝       実質収支額     × 100  

    標準財政規模 
  

■経常収支比率 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎

年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、特別区財政調

整交付金（普通交付金）を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減収補

てん債（特例分）及び臨時財政対策債の合計額に占める割合である。 
 この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもので、比率が高

いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 
 
経常収支比率(％) ＝         経常的経費充当一般財源等         × 100 

             経常一般財源等＋減収補てん債(特例分）＋臨時財政対策債 
 
■公債費比率 

 地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、標準財政規模（普

通交付税の算定において基準財政需要額に算入された公債費を除く。）に占める公債費に充当された

一般財源（普通交付税の算定において基準財政需要額に算入された公債費を除く。）の割合である。 
 
  公債費比率(％) ＝ 公債費充当一般財源等 － 災害復旧費等に係る基準財政需要額 × 100             

標準財政規模 － 災害復旧費等に係る基準財政需要額  
 
※  各財政指標には、都区財政調整制度における普通交付金額等を用いており、地方交付税にお

ける普通交付税等を用いている市町村とは単純に比較できない。 

 


